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国の自家発電設備導入促進事業費補助金に係る第四次公募について 

 

 平素より道行政の推進にはご理解とご協力をいただき、厚くお礼申し上げます。 

 このことにつきましては、本年８月２８日付け釧商労第９３６号により、今冬の本道向けとして「自家

発電設備導入促進事業費補助金」第三次募集のご案内をしたところですが、今般、経済産業省北海道経済

産業局から第四次公募の通知があったのでお知らせします。 

 つきましては、同補助金の募集について、傘下団体（企業）に周知いただくとともに、同補助制度の積

極的な活用を呼び掛けていただくようお願いいたします。 

 なお、補助制度の詳細については、経済産業省北海道経済産業局にお問い合わせください。 

 

記 

 

１ 送付内容 

  ・自家発電設備導入促進事業費補助金（北海道電力管内）の概要 

  ・自家発電設備導入促進事業費補助金ＦＡＱ 

  ・(参考)経産局プレスリリース（第三次公募結果） 

 

２ 公募期間 

  １１月５日（月）～１２月７日（金）１７時００分（必着） 

 

３ 前回（第三次公募）からの主な改正点 

  自家発電設備については、北海道電力管内に設置されるものに限る。 

 

４ 応募書類の提出及び補助制度の問合せ先 

  経済産業省北海道経済産業局資源エネルギー環境部電力事業課 

  （代表）０１１－７０９－２３１１ 内線２７１０または２７１１ 

 

５ 公募要領、申請書等 

  北海道経済産業局の下記ウェブサイトからダウンロードしてください。 

  http://www.hkd.meti.go.jp/hokpk/20121105/index.htm 

   

  -担当- 

                                産業振興部商工労働観光課 

                                主査（産炭地域振興） 堀 

                                TEL:0154-43-9185 

                                                                FAX:0154-41-0967 

 



自家発電設備導入促進事業費補助金（北海道電力管内）の概要
～H23年度3次補正予算繰越分～ 公募期間：平成24年11月5日（月）～12月7日（金）

事業の内容 事業イメージ事業の内容 事業イメ ジ

○ 自家発電設備やコ･ジェネレーションの新増設・増出力、休止・廃
止設備の立ち上げを行う事業者等に対して 設備導入補助（リー

事業の概要･目的 電気事業者へ電気を供給する事業

止設備の立ち上げを行う事業者等に対して、設備導入補助（リ
スを含む）や燃料費補助を行います。

○ 本事業は、運転開始後～H25.3.29までの間、以下の要件のどちら
かを満たす案件に対して補助を行います。

汽力発電

民間事業者等
・自家発の設置･増出力を行い、
発電電力を融通。

・電気事業者の供給力強化。

① 系統に一定時間以上、合計５００kW以上の電気の供給が可能なこと
(電気事業者へ電気を供給する事業）。

② 新たな設備投資により合計20kW以上の新増設・増出力を行い、一定
時間以上稼働すること（自家消費の目的で自家発電設備の設置等を
行う事業）

汽力発電
設備等

行う事業）。

条件（対象経費、補助率等）

○ 補助対象経費
燃料費 設備工事費

自家消費の目的で自家発電設備の設置等を行う事業

・自家発の設置･増出力を行い、発電電力
を自家消費に使用

民間事業者等
燃料費、設備工事費

○ 補助対象設備
ガスタービン、ガスエンジン発電機、ディーゼル発電機、副生ガ

ス・工業プロセス利用の汽力発電設備、コ･ジェネレーション等

○ 補助率

ディーゼル
発電機等

を自家消費に使用。
・電気事業者からの電力購入量が減少。
・電気事業者の供給力強化。

国（北海道経済産業局）国（北海道経済産業局） 民間団体等民間団体等**

○ 補助率
大企業 1/3、中小企業等 1/2

* 発電の用に供する自家用電気工作物設置者で、民間事業者、農業法人、
学校法人、医療法人 等

（申込み・問い合わせ先）
北海道経済産業局資源ｴﾈﾙｷﾞｰ環境部 電力事業課 （伊藤、立野）
電話：011-709-2311(内線2710、2711) FAX：011-709-4138
E-mail：hokkaido-denryokujigyo@meti.go.jp

mailto:hokkaido-denryokujigyo@meti.go.jp


自家発設備導入促進事業費補助金ＦＡＱ

１．補助対象事業について

Ｑ１．どのような場合に補助対象になるのか。

Ａ１．自家発電の新増設又は増出力により公募要領で定める条件を満たす場合に補助対象の事

業となります。

Ｑ２．各電力管内であれば、契約先はＰＰＳでもいいのか

Ａ２．問題ありません。

Ｑ３．中古品の発電機を設置して稼働する場合も対象になるのか。

Ａ３．中古品であっても、公募要領に定める条件を満たせば補助対象となります。補助対象経費

は中古品の価格を適正に評価したものが計上される必要があります。

Ｑ４．単なるレンタルではなく、リースによる設備設置は対象になるのか。

Ａ４．ファイナンスリースの場合は対象となります。この場合、リース料から補助金相当分が控除さ

れることが必要です。

Ｑ５．例えば北海道電力管内で別の事業所から自家発電設備を移設して稼働する場合は、補助

対象になるのか。

Ａ５．自家消費の場合は対象になりませんが、移設後に発電した電気を系統へ供給する場合は対

象になります。

Ｑ６．既に工事中の場合は対象になるのか。

Ａ６．交付決定前に着手されている場合は原則対象外ですが、公募開始日以降に着手したもので、

事後的に事前着手の承認を受ければ交付決定前であっても対象になります。

Ｑ７．平成２５年３月２９日までに稼働することが条件となっているが、どうやって証明するのか

Ａ７．工事計画など提出していただき審査いたします。平成２５年３月２９日までに稼働できない場

合は、原則、交付決定したものであっても交付取消になります。ただし、理由が不可抗力によ

るものなどは個別の事情を勘案する場合があります。

Ｑ８．一次補正、三次補正の公募で事業を実施した事業者についても今回の公募は申請可能か。

Ａ８．申請可能です。ただし、平成２４年度繰越分で採択された事業者で事業内容が重複している

場合は対象外です。

２．補助対象者について

Ｑ１．農業法人は対象になるのか。

Ａ１．対象になります。中小企業基本法第２条の中小企業の定義に該当すれば補助率は１／２に

なります。

Ｑ２．学校法人は対象になるのか。

Ａ２．対象になりますが、中小企業には該当しないため、補助率は１／３になります。



Ｑ３．医療法人は対象になるのか。

Ａ３．対象になりますが、中小企業には該当しないため、補助率は１／３になります。

Ｑ４．地方自治体は対象になるのか。

Ａ４．民間団体ではないので、対象になりません。

Ｑ５．地方自治体が１００％出資している株式会社（所謂第３セクター）は対象になるのか。

Ａ５．対象になります。しかし中小企業には該当しないため、補助率は１／３になります。

Ｑ６．大企業の子会社であっても中小企業基本法第２条の定義に該当すれば中小企業になるの

か。

Ａ６．大企業から出資を受けている以下のいずれかに該当するいわゆる「見なし大企業」は中小

企業とはせず、大企業と同等に補助率は１／３になります。

・発行済株式の総数又は出資価額の総数の２分の１以上を同一の大企業が所有してい

る場合

・発行済株式の総数又は出資価額の総数の３分の２以上を大企業が所有している場合

・大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている場合

Ｑ７．共同で申請する場合は、どのような場合が認められるのか。補助率はどうなるのか。

Ａ７．自家発設備をリースにより設置する場合にリース事業者と使用者が共同で申請する場合、

電気を供給する事業で電力会社への供給契約者と発電者が異なる場合などが考えられます。

リースの場合は、使用者の企業規模により、その他は実際に補助金を交付される者の企業

規模に応じた補助率となります。

Ｑ８．燃料費の補助金で発電機の所有者と運用者が異なる場合は申請者はどちらになるのか。

Ａ８．発電機の所有者から運用者が運転を委託され、燃料費等の経費も負担したうえで電力会社

との供給契約を行っている場合には、運用者が補助対象者となります。単に、運転だけを委

託して、運転経費は所有者が負担する場合は所有者が補助対象者となります。

Ｑ９．事業者の業種に指定はあるか。

Ａ９．民間事業者であれば業種を問わず応募可能です。

Ｑ１０．法人格を有しない事業主体（自営業等）でも応募可能か。

Ａ１０．中小企業基本法第 2 条の定義に該当すれば可能です。

３．補助対象経費について

Ｑ１．設備に関する補助対象経費はどこまで認められるのか。

Ａ１．設備は、新増設については自家発電設備、設置工事、系統連系に必要な設備が対象です。

休止設備を再稼働するための修繕費も対象になります。用地代は対象外です。

Ｑ２．自家発電設備は何が対象になるのか。

Ａ２．公募要領に記載されている内燃力又は汽力発電設備が対象です。

Ｑ３．移設の場合は運搬費も対象になるのか。

Ａ３．運搬費も対象です。



Ｑ４．燃料費はどこまで認められるのか。

Ａ４．公募要領に記載されている補助対象となる発電設備で使用可能な化石燃料ですが、増出力

分に限り認められます。生産プロセスから発生する副生ガスは対象外です。

Ｑ５．自家消費でも燃料費は認められるのか。

Ａ５．新増設、増出力、再起動の場合であって、需給調整契約などの電力会社との契約等に基づ

き稼働した際に使用した燃料費は対象となります。

Ｑ６．副生ガスに化石燃料を混焼している場合は認められるのか。

Ａ６．混焼している化石燃料の数量が特定できれば対象になります。

Ｑ７．ゴミ発電の場合は対象になるのか。

Ａ７．廃棄物のみの焼却により発電している場合は燃料費の対象になりません。化石燃料を混焼

している場合や、電気を供給するために系統に新たに接続する費用は対象になります。

Ｑ８．休止、廃止設備の再稼働等のために必要な設備工事費とはどのようなものが該当するのか。

（燃料タンクや防音壁の設置等）

Ａ８．休廃止設備の状況によって必要な設備工事の内容も違うことから、事業実施に必要不可欠

な設備工事であれば補助対象として認められます。なお、必要性については、採択の際に審

査させて頂きます。

Ｑ９．設備の購入や設置工事を実施するにあたり、３社見積もりや競争入札等の条件はあるか。

Ａ９．原則的に他の補助金制度と同様のルールが適用されます。ただし、合い見積もりによらず随

意契約を行う場合には、事業実施のために合理的な理由があれば認められます。

Ｑ１０．申請様式の書き方を教えて欲しい。

Ａ１０．実際の申請先となる、北海道経済産業局に直接ご相談してください。

４．新設、増出力、稼働条件関係について

Ｑ１．どの時点と比べて増出力した場合に対象となるのか。

Ａ１．電気を供給する事業においては、一昨冬（平成２２年１２月から平成２３年３月末）の出力実

績の平均と比べて、３月２９日までにおいて、１時間あたり５００ｋＷ以上を増出力して一定時

間運転することが予定されている場合に、補助金の対象となります。自家消費の目的で自家

発設備の設置等を行う事業に関しては、一昨冬（平成２２年１２月から平成２３年３月末）の出

力実績の平均と比べて２０ｋＷ以上を増出力して一定時間以上の運転か、電力会社と需給

調整契約などの個別の要請に応じて自家発を一定時間以上運転する場合を対象としていま

す。

Ｑ２．出力５００kW や２０ｋＷの新設、増出力が要件となっているが、定格出力が５００ｋＷ以上や２

０ｋＷ以上となっていればいいのか。

Ａ２．定格出力ではなく、所内ロスなどを除いた発電実績値として５００ｋＷ以上（または２０ｋＷ以

上）の出力されるもの（または出力が可能であるもの）が対象になります。

Ｑ３．需給調整契約を結んでいれば、電力会社からの要請なく実際に稼働しなくとも補助対象にな



るのか。

Ａ３．随時調整契約など契約に基づいて需給ひっ迫時に稼働の要請をされるものは、結果的に要

請されない場合も考えられますが補助対象となります。また、需給調整契約にはピーク時に

一定の稼働を要請するものもありますので、各契約に基づいた稼働を確認できれば補助対

象となります。ただし、燃料費については、需給調整契約などの電力会社との契約等に基づ

き実際に稼働した場合の燃料費に対して補助されます。

５．申請書類について

Q１．代表者はどのクラスのものになるのか。

A１．原則的には会社の代表者名になりますが、委任状あれば工場長名などでも可能です。

Q２．提出期日に間に合わないため、申請書の提出はFAXでも可能であるか。（正本は後日送付）

A２． FAX での申請は受け付けていません。

６．交付決定、確定について

Ｑ１．交付決定はどのようにして決まるのか。

Ａ１．公募要領にしたがい申請された内容を審査し、採択の通知を行います。採択の通知後に改

めて補助金の交付申請をしていただき、交付決定となります。

Ｑ２．交付決定額はどのように決まるのか。

Ａ２．燃料費については、公募要領に記載の係数に予定される発電量と補助率を乗じた金額以内

となります。設備工事費は、予定される設備工事費に補助率を乗じた金額以内になります。

ただし、１申請につき燃料費と設備工事費の補助金の合計は５億円が上限になります。

Ｑ３．補助金の確定はどのようになるのか。

Ａ３．交付要件を満たしていることを確定検査により確認いたします。具体的には、平成２５年３月

２９日までに稼働しており、発電量、発電時間、発電期間、電力会社への電気の供給量、設

備工事に関する書類等により、交付要件に該当していることが認められた場合に補助金が

交付されます。燃料費については、燃料の使用量、購入金額の実績額と交付決定額のどち

らか低い金額が交付額になります。設備工事費についても、交付決定額と実績額とでどちら

か低い金額が交付額になります。

７．その他

Q１．本補助金で設備導入の補助金を受けるのと同時に、地方自治体から燃料費の補助を受ける

ことは可能か。

A１．補助対象に重複が無ければ可能です。


